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横河電機が Digital Transformation(DX)を本格的にスタートしたのは２０１８年にさかのぼる。前中期経営計画で

ある Transformation ２０２０(TF２０２０，２０１８-２０２０)の重要事項として掲げられていることもあり，これまでの約４

年間において DX を推進するための取り組みが活発に行われてきた。 

当社における DX は，主に社員の生産性向上に焦点を当てた Internal DX と，顧客向けに付加価値のあるデジタ

ルサービスを開発及び提供する External DX に大別されるが，これらは， Internal DX で試行錯誤した結果を

External DX に繋げる Show Room アプローチを採ることにより有機的に統合される。DX のプラクティスや方法論は

未だに十分には確定しておらず，試行錯誤をしながら進めていかざるを得ない状況であることは周知の通りである。 

本稿では，当社の DX に関するこれまでのアプローチを概観し，DX プラクティスの一例としての情報を読者に提供

する。 

 

 

１．はじめに 

横河電機は，１９１５年に創立された老舗製造企業である。計測ビジネスを祖業としていたが，現在は制御ビジネ

スを主体としたBusiness to Business(B2B)の製造業として位置付けられている。制御ビジネスが売上高の約90%を

占めているが，そのうち約70%が海外での売上となっており，グローバル化がかなり進んでいることが分かる(図1)。 

祖業である計測事業及び現在の主力事業である制御事業の主な対象は，オイル，ガス，化学，食品，飲料等

の，流体や気体を扱うプロセス製造業のプラントであることから，当社のビジネスの主要領域はOperation 

Technology(OT)領域と言うことができる。 

 

図 1 当社の売上構成(２０２１年度連結実績) 
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プラント関連システムにもIT化の波が押し寄せてきており，特に，昨今のデジタル技術の浸透により，産業分野向

けのモノのインターネット(Industrial Internet of Things: IIoT)技術を活用したプラント管理のデジタル化，OTセキュリ

ティとITセキュリティの統合管理，OT関連データとIT関連データの統合管理等のニーズが増えてきている。これを受

けて，当社もIIoTセンサーのラインアップやEdgeシステムを強化するとともに，Edgeシステムと連携可能なクラウドア

プリケーション等のIT領域の製品やサービスの拡充を急いでいる。つまり，これまで別々に運用・管理されてきたOT

とITを統合するIT/OT Convergenceのトレンドを反映した製品及びサービスがより強化されてきている(図2)。      

図2 当社の製品・サービス概要 

 

次に私の自己紹介であるが，私の役職は少し長いが，デジタル戦略本部長 兼 デジタルソリューション本部 DX-

Platformセンター長となっており，前者を社内向けDX推進(Internal DX)，後者をお客様向けDXサービス・ソリュー

ションの提供(External DX)を担当しており，当社内DX推進を担当している (図3)。 

図3 Internal DXとExternal DX 
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私の経歴であるが，大学を卒業後，ＮＴＴデータ㈱に１０年勤務し，主に金融機関向けのシステム開発・プロジェク

トマネジメント・ITコンサルタント等の業

務に従事した。その後，Softbank 

Finance㈱(現SBIホールディングス)にて

ネット銀行立ち上げ等のインターネット

金融ビジネスの立ち上げに従事し，そ

の後にソニー㈱に転じて，IT部門のグロ

ーバルガバナンス強化・最適化を経験

した。4年前に縁あって当社に入社し，

IT部門のグローバル最適化・DX推進を  

担当している (図4)。                           図4 筆者プロフィール 

 

２．DXフレームワーク 

DXについては既に一般用語となっており，当社も含めて，様々な会社で経営戦略の中にDXが組み込まれ，DX

活動・施策が推進されていると思う。３年前のCOVID-19が世界に蔓延してから，DX活動のスピードが一挙に上がっ

ていると感じている。ただし，DXへのアプローチは対象会社のデジタル成熟度やカルチャーに依存する点が多く，

なかなか汎用的なフレームワークがなく，試行錯誤で取り組むのが常であった。昨年１１月に，Peter Weillマサチュ

ーセッツ工科大学教授のDXエグゼクティブトレーニングを受講した事がきっかけで，DX推進における汎用的はフレ

ームワークを知ることとなり，本稿にて，少し紹介をさせて頂きたい。 

Peter Weill他著の「Future Ready」という本が昨年１０月に出版されており，まだ邦訳版は出ていないものの，

amazon等で容易に入手する事が出来る。この本では，デジタル時代に向けどう準備していくべきかの実践的なア

プローチが紹介されており，その様な意味を込めて，題名が「Future Ready」になっている。 

当該本では，Operation EfficiencyとCustomer Experienceを軸とした４つのドメインからなるフレークワークが紹介

されている(図5)。 

最初のドメインは左下の”Silo and Spaghetti”

とされており，大半の会社はここからのスタート

となる。特に当社が属する製造業においては，

プロダクトアウト型の組織構造であり，プロセ

ス・システム・データがサイロになっているとい

う意味で，”Silo and Spaghetti”というネーミング

は本質を突いている。次は左上の”Integrated 

Experience”，別名”Omni Channel”で，顧客イン

サイトを強化して，顧客体験の向上に努める事

である。DX の本質的側面の１つとして，サービ

ス化が挙げられる。つまり，プロダクト指向から

ソリューション・サービス指向への変革である。

製造業においては，この変革が非常に重要で

あり，大変である。          

                                       図 5 「Future Ready」の DX フレームワーク(2) 
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３つめは，”Industrialized”，別名”Module Producer”という右下のドメインである。こちらは，サイロになっているオ

ペレーションを最適化し，オペレーションの競争優位性を確立し，他社にもその様なケーパビリティを提供するレベ

ルを目指す事を意味する。例えば，Pay Pal等がその代表例となる。最後は，右上の”Future Ready”， 

別名”Ecosystem Driver”であり，これがDX Journeyの最終目標である。まだ，このドメインに到達した企業は少な

いとの事であるが，amazon等は典型的な代表例となる。 

次に，この様なドメインに分けた場合，右上の”Future Ready”へ辿り着くパスが４つあるという事がポイントになる

(図6)。 

 最初のパスは，まずは自社オペレーシ

ョンを徹底的に磨き上げ，その後に顧客

インサイトを強化するパス。２つめは，顧

客インサイトをまず強化して，その後，オ

ペレーションの効率性を上げるパス。３

つ目は，オペレーションの強化と顧客イ

ンサイト強化を同時並行的に行うパス。

最後は，現在の状態はそのまま維持し

ておき，全く新しいデジタル子会社を立

ち上げる等して，独立に運営するパス。

各社のデジタル成熟度・カルチャー等に

応じて当該社に合うパスを見つけるが、 

重要な論点となる。                         図6 「Future Ready」の４つのパス(3) 

因みに，当社の場合，３番目のパスを採っており，Internal DXにおいて，グローバルなプロセス・システム・データ

の標準化・統合を行い，社員の生産性向上を進めると同時に，External DXにおいて，デジタルサービスの提供を

通じて，お客様とのデジタル接点を増やし，顧客体験の向上を図りたいと考えている。 

製造業におけるデジタル化とは，製造業からサービス業への転換を意味し，この顧客インサイトの強化が非常に重

要となる。 

 

３．来るべき AI 経営に向けて 

最近，企業経営に AI をどう活用するかという意味で，AI 経営の重要性が叫ばれ始めている。企業の意思決定プ

ロセスに AI を活用し，意思決定プロセスを自動化・自律化する事で，経営のスピードを上げ，経営のアジャイル化

を進めるのは，この変化が激しい時代において，論を待たない所である。                             

当社は，主にOT領域を中心にビジネスを展開している事は前述した通りだが，このOT領域とERP等IT領域の融

合が進み始めている。これは，OT領域で蓄積しているプラント・工場等のオペレーションデータとIT領域で蓄積して

いる経営に関する計数データを掛け合わせる事により，経営インサイトを高め，AIを活用する事で，よりプレディク

ティブな経営を目指すという事でもある。このIT/OT Convergenceがどう進むのか，当社として以下の様な考えを持

っている(図7)。  
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                       図7  IT/OTコンバージェンスの進展 

 

私の経歴は既に紹介した通りだが，これまで長い間IT側で経験を積んできて，現在，OT側を経験している。当社

も含めて様々な製造会社がそうであると思うが，これまでの歴史の中で，ITとOTはその技術的特性・要求特性の違

いから，分けて管理されてきた。IT側は主に情報システム部長が全社インフラ，ERP等の基幹システムを運営し，

OT側は主に生産技術部長・工場長がフィールド機器・制御システム・生産実行システム・工場インフラ等を運営し

てきた。このため，IT側とOT側で生産計画データのインターフェース等はあるものの，基本的に疎結合というのがこ

れまでの運営スタイルだったと思う。 

現在，OT側にもクラウド・IIoT・AI/ML等の技術が適用され始めており，ITのクラウド化進展と呼応して，クラウド上

（各社のセキュリティ方針により，パブリッククラウドまたはプライベートクラウド）でのIT及びOTデータの統合が進ん

でいる。これを我々はSTEP１と呼んでいるが，多くの会社がこのSTEP１を進めているのではないかと思う。当社もま

さに，Digital Factory施策にて，このSTEP１を進めている。この段階で起こっている事が，3つある。1つはITとOTの

組織統合で，これまで分かれていたITとOT組織を統合し，CDO/CIO配下で統合する動きが進んでいる。次にITと

OTのデータ統合である。これはまさにAI経営実現に向けた前準備となるのだが，このクラウド上でのデータ統合が

進み始めている。３つ目はデータ統合に呼応したセキュリティ統合の動きである。 

次に，STEP２になると，クラウド上に統合したIT/OTデータを活用したAI/ML適用の動きである。ここでは，ITから

提供される経営に関する計数データとOTから提供されるオペレーションデータをDigital Twin化した上で，AI/MLを

活用する事で，経営をプレディクティブかつアジャイル化する事になる。この段階では，OT領域も現在のオンプレミ

ス主体からクラウド化がより進展し，クラウド上での豊富なコンピューティングリソースを活用したAI/ML適用が企

業競争力上，非常に重要となる。 

最後のSTEP３であるが，各社がこの様なデータ統合・AI/ML適用を進めて，自社内のビジネスプロセスの自動

化・自律化を進めると，SCM等他社との連携プロセスの自動化・自律化が視野に入ってくる。この会社間のデジタ

ルによるプロセス連携・データ連携が最終ステップとなる。この段階になると，複数の会社が属するコミュニティ単

位でのプロセス最適化が進む事になり，当然，AI/ML活用スコープはより広くなる。最近でも，特にNet Zero 

Emissionが待ったなしのため，SCOPE３のためのCO2データ交換等の検討が各国で始まっているが，それを実現す

るためには，各社のデータ統合・AI/ML適用のレディネスを上げていく必要がある。逆に言うと，データ統合・AI/ML

適用のレディネスが上がらないと，将来，会社を超えたプロセス最適化の波が来た時に，それに参加出来ないまた

は，参加したとしても社内オペレーションのケーパビリティが追い付かないという事態になる。 
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この様なトレンドが将来起こる事が予測されるが，では，現実はどうだろうか？一般に，欧米企業は，２０１０年代に

ERP等の主要システムのグローバル最適化を終えており，統合されたデータを活用して，AI/ML適用を進めつつあ

る。一方，当社を含めた日本企業においては，ビジネスプロセス・システムが事業本部別・リージョン別会社別にな

っており，ビジネスプロセス・システムの最適化が進んでいない，その結果として，データが統合されていないという

のが現状ではないだろうか？これが，日本企業と欧米企業大きな生産性の差として出ていると感じている(図8)。 

従って，将来のAI経営実現に向け，この問題に早急に手を打つ必要があるのではないか？ 

図8  日本のDXが遅れている原因 

 

４．当社のDX戦略概要 

３で紹介した３. 来るべきAI経営実現に向けて，当社ではDXの取組を進めている。前述のように，当社のDXの

取組には，社員向けのDXであるInternal DXと顧客向けDXであるExternal DXの２種類がある。Internal DXはデジタ

ル戦略本部（IT部門）が担当しているが，External DXは顧客にデジタルサービスを提供するため，デジタルソリュ

ーション本部DX-Platformセンター（ビジネス部門）が担当している。我々は，DXが自社向けであってもお客様向け

であっても，その本質は同じであると考え，Internal DXとExternal DXの密な連携を重視している。 

それではDXの本質とは何であろうか。数あるDXの定義の中でも私が気に入っているのは，経済産業省が発行し

たDXガイドライン(4)にある「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し，データとデジタル技術を活用して，顧客や

社会のニーズを基に，製品やサービス，ビジネスモデルを変革するとともに，業務そのものや，組織，プロセス，企

業文化・風土を変革し，競争上の優位性を確立すること」というものである。この定義の前半をExternal DX，後半を

Internal DXと捉え，お客様のInternal DXを支援し，競争上の優位性を実現するところまでを目標にしてお客様と共

に取り組む必要があると考えている。 

この定義にもあるように，変革(Transformation)はDXの本質として強調されている。ここでの変革は，企業のビジ

ネスモデル，組織，プロセス，文化等の変革，すなわち，企業変革に他ならない。それではこの企業変革とはどの

ようなものなのだろうか。私のこれまでの経験に当てはめると，企業変革とは，ライン組織中心・縦割りで行ってき

た組織・ビジネスプロセスを，顧客，社員及びパートナーの視点から再統合する過程である。企業は社会を構成す

るエコシステムの一部であり，顧客やパートナーとデジタルな連携を築いていくことにより，プロセスやオペレーショ

ンにおいてより良い効率を生み出していく必要がある。 
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５．DXに対するアプローチ 

このような変革を実現していくためには，企業内のプロセスやシステムを，顧客，パートナー及び社員の視点で

再統合していく必要がある。しかしながら，当社を含む様々な企業のプロセスやシステムは，ボトムアップで整備さ

れてきており，これを最適化していくのは非常に大きな変革となる。 

当社では，DXの最終イメージを「Digital Enterprise」と定義し，「いつでも，どこでも，どの様にでも，すべての企業

活動が手の上で操作可能」というFuture State(将来のあるべき状態)をイメージして変革に取り組んでいる(図9)。 

 

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図9  DXの最終ゴールイメージ 

  

このようなFuture Stateを実現していくのは並大抵ではなく，我々は次の3つのステップを踏んで進めていく必要

があると捉えていると捉えている。 

STEP１: 徹底的なグローバルレベルでのプロセス・システム最適化による販売費及び一般管理費の削減 

STEP２: 社員における DX 活用による社内効率化推進(Supply Chain と Engineering Chain の有機的統合) 

STEP３: 顧客，社員，パートナー視点での End to End(E2E)プロセス再統合による企業を超えた効率化推進 

 

６．DX に対する当社の具体的アプローチ 

当社では，前述の３つのステップを効率的に実行するため，Internal DXとExternal DXの２つのDXを並行して改

革する施策を進めている。以下，それぞれの施策の概要を紹介する。 

 

６．１ Internal DXに対するアプローチ 

デジタル戦略本部は，生産性向上を目的とした社員向けのInternal DXを進めるため，明確なミッションを定義し

たうえで活動を展開している。デジタル戦略本部は，４年前までは情報システム本部という位置付けであったことも

あり，社内のサービタイゼーションを進める企業変革に直接貢献する集団へとトランスフォームするために，デジタ

ル戦略本部のミッションを図3に示すように定義した。 

このミッションに基づき，２０１８年当時，Internal DXの中期方針として以下の４つを掲げた。 

方針１：グローバルレベルでの最適化 

過去の技術的負債解消(5)と IT コスト削減によって，DX 推進のための原資を獲得 

方針２：デジタル化・サービス化 
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社員の生産性向上とお客様及びパートナーとのタッチポイントの改革 

方針３：セキュリティ強化 

デジタルにつながることに対するセキュリティの確保 

方針４：IT Transformation 

IT 部門を会社変革のドライバーに 

方針１は，社内の IT インフラを含めた会計・人事等のバックオフィスオペレーションに関してグローバルで徹 

底的に標準化し，ITインフラ，アプリケーション及びデータという3つの観点でグローバル統合を進めている。特

に，アプリケーションはビジネスプロセスと密接に関わるため，各地域の拠点と連携しながらビジネスプロセスの標

準化やアプリケーション数の削減に取り組んでいる。それにより，シームレスなビジネスプロセスの実現と，アプリ

ケーション数削減によるコスト削減を狙っている。これは，経済産業省のDXレポートでも懸念されている「２０２５年

の崖」を克服する対策でもある。 

方針２は，社員の生産性向上に資するさまざまなDX施策の推進である。当社では，現在，10以上のDX施策が進

行中であるが，データドリブンマネジメント推進施策，顧客接点改革であるCX改革，工場内のオペレーション改革

であるDigital Factory施策等を進めている。(6)（図10） 

図10  当社のInternal DX施策全体像 
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方針３は，方針２でデジタル化がより進むとともに不可欠となるセキュリティの強化である。当社におけるグロー

バルなセキュリティ強化については，紙面の都合もあり，参考文献に必要なリンクを掲載させて頂く(7)。 

最後の方針４はIT部門自体の変革であり，これは方針１から方針３を円滑に進めるための基礎となる。具体的に

は，方針１及び３に資するためのIT部門のグローバル化（図11），方針２に資するためのDXケーパビリティの強化・

IT部門のカルチャー変革である。特に，IT部門のグローバル化は，グローバルITガバナンス確立を含めて，かなり

の労力を要するが，AI経営実現に向けたデータ統合のためには避けて通れない道である。特に，多くの日本企業

においては，日本のIT部門は日本国内を管轄している事が多く，海外のITについては各リージョンの子会社に任せ

ている事が多く，連邦型のオペレーションモデルである。このモデルは，過去の海外進出局面ではワークしたと思

われるが，現在のグローバル最適化が問われる局面では，ITガバナンスが効きづらく，データが統合出来ないとい

う面で非効率が生じ始めている。これらに関しては紙面の都合により詳細は割愛するが，ご興味のある読者は個別

に筆者までお問い合わせ頂きたい。 

図11  IT部門のグローバル化 

 

６．２ External DXに対するアプローチ 

ここでは，付加価値の高い顧客向けデジタルサービ

スの提供を強化することを目的としたExternal DX活

動の概要を紹介する。この活動を担当するデジタル 

ソリューション本部DX-Platformセンターは，顧客の

Digital Enterprise化に貢献すべく様々なデジタルサー

ビスの開発や提供を進めている。また，External DX

活動を通じて，当社のビジネスモデルの変革も進めて

いる。具体的には，社内にはこれまでにOT領域で培っ

たノウハウを生かしたアプリケーションが多数存在す 

る。これまでのプラント関連システムはオンプレミス環

境が前提だったこともあり，これらのアプリケーション       

図12 Purdue Enterprise Reference Architecture (PERA) (8)
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はパッケージベースでの売り切りモデルが主体であった。これは過去にマイクロソフト等のIT企業がライセンスモデル

でビジネスをしていた状況と同じである。 

しかしながら，近年，IT領域ではクラウドサービスによるサブスクリプション型のサービスが主流となりつつある。

オンプレミス環境が主体である当社が扱う制御システム等においても，急速にIT技術が入ってきており，将来的に

はクラウド化も考えていく必要がある。 

そこで，我々は，OT領域で浸透しているPurdue Model(図12)をベースに，Level０からLevel３をOT領域，Level４を

IT領域と考えている。そのなかで，特にLevel３からLevel４のアプリケーションをクラウドアプリケーションとして開発

し，デジタルサービスとして提供を始めている。 

主要なアプリケーションとして，当社標準のクラウドプラットフォーム(Yokogawa Cloud)上で動作する分析アプリ

ケーションや AI アプリケーション等がある。（図 13） これらに関する詳細情報については，紙面の都合もあり，参考

文献に必要なリンクを掲載させて頂く(9)。 

                         図13 当社のExternal DX全体像 

 

最後に，External DXに関する当社のビジネスモデル変革アプローチの概要を以下に紹介する。 

デジタルソリューション本部DX-Platformセンターは，デジタルソリューション本部という１事業本部に所属している

External DX:

ビジネスモデル変革・環境負荷低減

・お客様への提供価値向上
・既存ビジネスのデジタル化と新規DXビジネス創出

YOKOGAWA

お客様

社会/環境

DX/ITソリューション：
IIoTセンサー・クラウド・IIoT・Data Analytics・AI/ML・
Robotics/Drone・VR/MR等

お客様A お客様B お客様C

co-innovation



12 

 

が，他の事業本部のデジタルサービス化も支援しており，会社横断的な組織体制となっている。つまり，デジタルソ

リューション本部は，各事業本部がこれまでに構築してきたプロダクトのデジタルサービス化を担うというのが主な

ミッションであり，その達成のために組織横断的な活動を展開している。その活動のなかで，図14のようなExternal 

DXのガバナンススキームを構築してクラウドプラットフォームの標準化を行い，開発・運用コストの最適化を狙って

いる。それとともに，各事業本部のビジネスモデル企画力を強化し，すべての事業において高いROI(Return On 

Investment)を実現する体制としている。 

 

図14 External DXガバナンススキーム 

 

最近の動きとしては，上記の各事業本部へのデジタルサービス化支援活動に加え，DX-Platformセンター自らが

ビジネスオーナーとなり，新規デジタルサービス化を企画・開発・運営する活動，所謂，新規ビジネス創出活動にも

力を入れている。こちらについては，純粋な事業本部の活動であり，当社の受注・売上貢献を最大のミッションとし

て，External DX活動を進めている。 

図15 DX推進体制 
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これらの活動を支えるリソース戦略であるが，最新のデジタル技術を扱うためにリソースをグローバルに配置し

ている。これは、当社の製造業において、なかなか日本国内で DX エンジニアが確保出来ない事情に寄っている。 

シンガポール現地法人をExternal DXのグローバル推進拠点と位置付け，インド・中国・ルーマニア等でデジタル

サービスを開発し，日本・シンガポール・ヨーロッパ・米国・中東等でサービスを展開するなど，グローバルオペレー

ションを指向している。加えて，日本においては，インド工科大学等の優秀なDXエンジニアを新卒で採用し，DXケ

ーパビリティを強化しつつある(図15)。 

 

７．おわりに 

本稿では横河電機のDXアプローチの概要を説明した。読者が所属されている会社のDX推進に少しでも参考に

して頂ければ幸いである。 

DXの進め方については，まだベストプラクティスが確立されておらず，我々も試行錯誤をしながら進めている状

態である。当社はコーポレート・ブランド・スローガンCo-innovating tomorrowのもと、お客様と積極的に情報を交換

し，共に課題解決のための新しい価値を創り発展させていくことが大切であると考えている。 

DX に関する情報交換に興味がある読者がいましたら、歓迎ですので、個別に筆者までお問合せ下さい。 
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１．ＳＩＣ学術協議会特別講義 第５回「リアルスケール社会シミュレーション」 
開催案内 

 
ＳＩＣ人財育成協議会（主査：木村英紀ＳＩＣ副センター長）では、２０２２年度よりＳＩＣ学術協議会（主査：青山和

浩東京大学大学院教授）に属する先生方から、ご研究の最前線の話題やその背景にある科学技術の流れなど

を、産業界のニーズに対応する形で切り取って講義としてお話し頂く 「ＳＩＣ学術協議会 特別講義」を企画いた

しました。その第５回目は、ＳＩＣ実行委員・学術協議会会員の千葉商科大学教授・東京工業大学名誉教授 寺野

隆雄氏にコーディネータをお願いし、以下の講義を企画しました。 

 

【タイトル】 「仮想実社会データ（＝合成人口データ＋基本行動データ）による 
リアルスケール社会シミュレーション」 

【講師】 関西大学 総合情報学部 総合情報学科 教授 博士（工学） 村田忠彦氏 

 

【開催日時】 ２０２３年２月１３日（月）１５：００－１７：００  

MS-Teams によるオンライン開催 

【受講料】 正会員は原則２名様まで無料です。非会員は￥5,000/１名 

  【申込方法】 SIC イベント参加登録ページ 

（ https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html ）  

の「第５回ＳＩＣ学術協議会特別講義」より申し込みください。 

 

 

  【特徴と狙い】 

     ・実社会に対応するサイバー空間で人や組織を仮想的に合成する手法を学びます． 

・内閣官房 COVID-19 AI・シミュレーションプロジェクトでの利用法が紹介されます． 

 

  【概要】 

    ２００５年ノーベル経済学賞を受賞した Thomas Schelling の分居モデルは先駆的な社会シミュレー

ションとして有名である．しかし，分居モデルは仮想的な空間でのシミュレーションであり，実社会へ

の適用には研究者による高度な解釈が求められていた． 

    リアルスケール社会シミュレーションは，サイバー空間に埋め込まれた仮想実社会データを用い

て，様々なシナリオのもとに実社会における政策や施策の効果を測定することを目指したシミュレー

ションである． 

    仮想実社会データには，公開統計情報に基づいて合成された世帯構成員情報(合成人口データ）

と各構成員の基本行動データが含まれている．本特別講義では，仮想実社会データの合成法とリア

ルスケール社会シミュレーションの事例を紹介する． 

                                            以上 

 

Ⅰ センター情報 

https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
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２．ＳＩＣ経営者研修講座２０２３「企業を超えた全体最適化の道を探る」開催速報 
 

     開催日時： ２０２３年２月１日（水） １３：３０－１７：００ 

     開催場所： ザ・プリンスタワー東京（地下２階会議室）、 

オンライン聴講も併設 

     参加申込者数： ３６名（内会場参加２２名） 

    テーマ：「企業を超えた全体最適化の道を探る」 

          パネルディスカッションの場で経営者同士が語る 

          詳細報告は次号に掲載予定です 

 

         参加申込者内訳 

 ＳＩＣ正会員 非会員   計 

取締役・執行役員・事業部長クラス ６名 １３名 １９名 

部門長クラス他 ６名 １１名 １７名 

        計 １２名 ２４名 ３６名 

 

 

パネリストの皆さん：左から 

舩生幸宏氏（横河電機㈱）、 

古田英範氏（富士通㈱）、 

齊藤裕氏（IPA/DADC）、 

浦川伸一氏（損害保険ジャパン㈱） 

 

コーディネータ：一番右 

藤野直明氏（㈱野村総合研究所） 

 

 

 

 

会場風景 
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３．２０２２年度連続講義 「現代システム科学講座」第９回目（最終回）開催報告 
 

開催日時： ２０２３年１月１４日（土） １３：００－１７：３０ 

開催場所： 講義会場（住友不動産新宿グランドタワー（西新宿）5F 会議室）と 

オンライン参加のハイブリッド形式 

受講者数： ５８名（内会場受講５名） 

 

本連続講座の最終回として、これまで８回の受講結果から補講の要望の多かった麻生英樹先生による

「AI についての補足」と木村英紀先生による「現代システム科学講座補習編」の講義がなされた。 

 

全９回の連続講義の内７回以上出席された受講者にはＳＩＣ認定の「現代システム科学講座受講修了証」

が授与されます。 

 

【受講者ルポ】 

 講義９－１ 「ＡＩについての補足 ＡＩをシステム構築にどう生かすか」 

：講師 麻生英樹氏（産業技術総合研究所情報・人間工学領域総括研究主幹） 

 

 前回（１２月１０日開催）の講義でも触れられたように多層ニューラ

ルネットワークが活用されるようになった背景には誤差逆伝搬学習の

発展がある。この手法により多層ニューラルネットワークにより一般的

な最適化手法が利用可能になったほか、出力層を遡った層のニュー

ロンのパラメータも利用可能になった。 

学習方法は大きくバッチ学習、ミニバッチ、オンライン学習の三つに

分けられる。バッチ学習では学習データすべての誤差の総和を減らす

よう学習させる。一方、オンライン学習ではランダムに選んだ一つの

学習データごとに誤差が減るように学習させる。また、ミニバッチ学習

はバッチ学習とオンライン学習の中間的な手法である。これらの学習

においてパラメータの振動の防止や効率的な結果の収束のためアル

ゴリズムもご紹介いただいた。 

自然言語処理分野では Transformer やその要素を利用した BERT などにより機械翻訳の性能が上昇したほ

か、自然言語処理以外での応用も検討されている。これらの手法では位置的に離れた要素を関連づけることが

できるのが、多層ニューラルネットワークを用いた手法と異なる点である。講義では自然言語のモデル GPT-3や

画像処理に応用した Vision Transformer などもご紹介いただいた。また前回紹介した ChatGPT の実演も行い、

現状の対話機能や必ずしも正しい答えを出せるわけではないといった課題などについて実際の動作で確認し

た。 

ＡＩを用いたシステムの構築・運用においてはシステムに必要な学習データを継続的に取得し更新することの

重要性が強調された。このような特徴からＡＩを用いるシステム開発にアジャイル開発が適していることも指摘さ

れた。また、ＡＩを用いたシステムではデータの蓄積により改善されることが前提となるが、導入時点でユーザー

が成果を感じられるようにする必要もあることも言及された。 
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 講義９－２ 「現代システム科学講座 補習編」 

：講師 木村英紀氏（ＳＩＣ副センター長、東京大学・大阪大学名誉教授） 

 

 木村先生からの補習では、モデリングや制御についてご講義いただ

いた。モデリングは最適化や学習において根幹をなす要素であり、モデ

ルの持つ不確かさは注意すべき要素である。考慮外の未知の要素や

粒度、モデル作成者の主観による実態からのずれなどが指摘された。

また知識や経験の共有も目的としたモデルのオープンデータベース化

も試みられている。 

またモデルの不確かさを許容したうえで制御が安定する検討もされ

た。例えば任意の周波数で利得が有限の上界γで抑えられるとき閉ル

ープ系を安定させる必要十分条件はフィードバックの利得がγの逆数

で抑えられることであることを示した小ゲイン定理が講義で解説され

た。 

最後にシステム構築全般についてモジュール化と”すり合わせ”の二項対立についても触れられた。モジュー

ル化はシステム構築におけるスケールの変化への対応やコストダウンで優位性があり現状ではモジュール化

が優先されている。一方で”すり合わせ”はユーザーの負担減や動作の安定性などに利点があるとされ、これま

でに紹介したＡＩが活用できる対象となる。 

 

また、講義の合間では参加者が実践したＡＩによる写真の着色についても報告され、機械学習を用いた場合の

色あせたカラー写真やモノクロ写真の復元について出席者の間で議論がなされた。 

 

                                                 （ルポ：白川正之（構造計画研究所）） 

 

 

【講師プロフィール】 

麻生英樹（あそう ひでき）氏 

  １９８１年東京大学工学部計数工学科卒業、１９８３年同大学院工学系研究科情報工学専攻修士課程修了、同

年通商産業省工業技術院電子技術総合研究所入所、１９９３年から１９９４年ドイツ国立情報処理研究センター

客員研究員、２０１５年から２０２０年国立研究開発法人産業技術総合研究所人工知能研究センター副センター

長。現在 国立研究開発法人産業技術総合研究所情報・人間工学領域総括研究主幹 

 

木村英紀（きむら ひでのり）氏 

１９７０年東京大学大学院博士課程修了、大阪大学基礎工学部助手、講師を経て１９８６年大阪大学工学部教授、

１９９５年東京大学工学部教授、２００１年理研トヨタ連携センター長、２０１１年科学技術振興機構研究開発戦略

センターシステム科学ユニットリーダ、２０１５年早稲田大学特別招聘教授、２０１９年（一社）システムイノベーショ

ンセンター（SIC）理事・副センター長、この間計測自動制御学会会長、横幹連合会長、日本学術会議会員、アジ

ア制御協会会長などを歴任。国際自動制御連合（IFAC）より Giorgio Quazza メダル、２０２１年には IEEE Control 

Systems Award をそれぞれアジアで初めて受賞されるなど、国内外にて多数の賞を受賞 
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４．SIC 後援セミナー案内 「ROIS 産学連携・知的財産セミナー」 

【タイトル】 統計的因果推論入門 
：高度なデータサイエンスの手法が明らかにする「因果」についての新たな知見 

【趣旨】 

“Evidence-based”という言葉が普及して久しいですが私たちがデータサイエンスの手法を用いて取り

組む科学的分析の多くは物事の「因果関係」を対象としています。 

政策や医療などにおいて、この「因果」についての正しい知見が得られなくては、そこまで成果が上がら 

ない政策に多くの税金が使われてしまったり、大して有効でない治療法（しかし、副作用は起こり得ます）

が多くの方々に使われてしまう問題が起こり得ます。 

統計的因果推論とは、従来の統計学の方法で解決できない、この「因果関係」に迫る分析を実現する 

ため発展したデータサイエンスの方法論です。 

本セミナーでは、この統計的因果推論の入門的な解説を行い、高度な分析手法を用いることで従来の 

方法では誤った結果が得られてしまう問題からまったく異なる知見が得られた、最新の学術研究の事例

を紹介します。 

 

【開催日時・形式】 ２０２３年３月１０日(金)１４：００－１６：００ オンライン(Zoomウェビナー登録制、参加無料) 

【申込】下記 URL の案内に従って、参加登録をお願いします。 

https://www.ism.ac.jp/events/2023/meeting0310.html 

【対象】 企業・大学・官公庁等でデータサイエンス・統計・EBPM・産学官連携等にご興味をお持ちの方。 

 

【プログラム】 

14:00-14:20  オープニング 情報・システム研究機構理事 統計数理研究所長 椿広計 

14:20-15:20  講演      統計数理研究所准教授 野間久史 

15:20-15:30  休憩 

15:30-16:00  Q&A と対談  椿広計、野間久史 

 

※プログラムは変更になることがあります。 

 

【主催】 

大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構（RIOS） 本部産学連携・知的財産室、統計数理研究所 

 

【後援】 

 一般社団法人 システムイノベーションセンター、一般社団法人 日本計量生物学会、統計関連学会連合 

 

 

                                                            以上 

 

 

 

https://www.ism.ac.jp/events/2023/meeting0310.html
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１．会合予定 
 

① ２０２３年度第１回ＳＩＣフォーラム開催案内 
 
     開催日時： ２０２３年３月６日（月） １５：００－１６：００ 

参加資格者： ＳＩＣ会員限定（オンライン開催） 

参加申込： SIC イベント参加登録ページ 

 https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html 

               内の「ＳＩＣフォーラム（２０２３年度第１回）」よりお願いします 

 

 

講演題目 「大和ハウスの CCPM による IT プロジェクトマネジメント」 
 

      講師 ： 松山 竜蔵氏   大和ハウス工業株式会社 執行役員 情報システム部門担当 

                                     株式会社メディアテック 代表取締役社長 

 

概要  

     ２０２７年３月度を最終年度とする第７次中期経営計画で５兆５０００億円の売上達成を掲げ

る大和ハウス工業。同社のＤＸを担うＩＴ部門では、大小問わずすべてのＩＴプロジェクトが

CCPM（クリティカルチェーン・プロジェクトマネジメント）で可視化され、プロジェクトチームの

モチベーションを維持しながら、納期遵守のみならず多くのケースで納期短縮を実現してい

ます。今回のフォーラムでは大和ハウスのＩＴ部門を担当する執行役員が、ＣＣＰＭの理論と

その導入実践について、実際のプロジェクト管理ツールをお見せしながらお話しします。 

 

講師プロフィール 

   松山 竜蔵（まつやま りゅうぞう）氏 

   １９８８年に大和ハウス工業入社以来、本社・事業所の経理を歴任。

２０１０年からＳＡＰ ＥＲＰによる会計システム導入プロジェクトのプ

ロジェクトリーダー。同プロジェクトでＣＣＰＭを同社に導入。以降は

会計内部統制の部門長を務めながら会計システムのグループロー

ルアウトを主導。２０１８年１０月本社情報システム部部長。２０２０年

４月に執行役員とグループＩＴ子会社の社長を兼務（現職）。 

                                                    

 

 

以上 

 

 
 
 

Ⅱ 活動報告 

https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
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２．会合報告 
                                                    

① ２０２３．１．１８ １５：００－１７：００ ２０２３年度第１回実行委員会開催報告 

       開催形式：   Microsoft Teams によるオンライン開催 

       参加人数：  実行委員会議メンバー１７名（副センター長、事務局含む）、監事２名、計１９名 

    

 

議題                                     司会 松本隆明実行委員長 

１．報告事項 

1.1 第１２回戦略フォーラムの開催案内と集客状況報告          久保忠伴事務局次長 

第１２回戦略フォーラム「データセキュリティとデジタルアイデンティティ」 

２月８日（水）１１：００－１２：００開催  

1.2 学術協議会特別講義 第４回開催結果報告と第５回開催予定            同上 

    ・第４回「物理シミュレーションの現在 〜分子シミュレーションと AI〜」 

 １２月２０日(火) １３：００～１５：００ 実施結果報告 

    ・第５回「仮想実社会データ（＝合成人口データ＋基本行動データ）による 

                              リアルスケール社会シミュレーション」 

          ２月１３日(月) １５：００～１７：００ 開催案内と集客状況報告 

1.3 「現代システム科学講座」第９回目（最終回）開催報告         木村英紀副センター長 

と全９回の全体の講評 

７回以上の出席者には「受講修了証」を授与する予定 

          1.3 「SIC 経営者研修講座２０２３」２月１日（午後）開催            久保忠伴事務局次長 

参加申込状況と集客協力依頼 

        ２．協議事項 

  2.1 分科会活動                                                              

              ・ＳoＳ(System of Systems)分科会の準備状況報告          浦田 敏実行委員 

              ２０２３年１月１８日第１回ミーティング 

   2.2 ２０２２年度ＳＩＣ定時社員総会開催日確定                 出口光一郎事務局長 

３月１４日（火） １１：００－１２：００ 開催（ハイブリッド形式） 

同日１３：００より２０２３年度第１回理事会開催               

   2.3 ２０２３年度実行委員について                        久保忠伴事務局次長 

      ２０２２年度末に退会した正会員に所属する実行委員は 

      退任とする。他は現時点では留任、最終的には理事会承認となる 

 その他 

『ＳＩＣニュースレター「論説」集（第３巻）（２０２２年度掲載分）』     中野一夫実行委員 

      １月２３日に発行予定 

次回、次々回の実行委員会開催予定日時 

２０２３年度第２回実行委員会   ２月１５日（水） １５：００－１７：００ 

２０２３年度第３回実行委員会   ３月 ８日（水） １５：００－１７：００ 

以上 
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ＳＣＳＫ株式会社 ＮＴＴコムウエア株式会社  

株式会社ＮＴＴドコモ 株式会社クエスト  

株式会社構造計画研究所 株式会社ＪＳＯＬ  

株式会社テクノバ 株式会社東芝  

株式会社ニューチャーネットワークス 株式会社野村総合研究所  

株式会社日立国際電気 株式会社日立産業制御ソリューションズ  

株式会社日立システムズ 株式会社日立製作所 研究開発グループ 

社会システムイノベーションセンタ 

 

株式会社日立物流 株式会社三井住友銀行  

損害保険ジャパン株式会社 東京ガス株式会社  

日鉄ソリューションズ株式会社 日本郵船株式会社  

ファナック株式会社 富士通株式会社  

マツダ株式会社 

三菱電機株式会社 

 

三菱重工業株式会社ＩＣＴソリューション本部 

横河電機株式会社 

 

 

 

 ２０２３年２月１日現在（五十音順）  
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